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  （百万円未満切捨て）

１．平成30年12月期第２四半期の連結業績（平成30年４月１日～平成30年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年12月期第２四半期 5,060 － 298 － 355 － 221 － 

30年３月期第２四半期 3,915 36.0 151 － 167 － 152 － 
 
（注）包括利益 30年12月期第２四半期 205 百万円 （－％）   30年３月期第２四半期 126 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年12月期第２四半期 61.38 － 

30年３月期第２四半期 42.21 － 

 当社は、平成30年６月27日開催の第56期定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受け、平成30年
度より決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。従いまして、当連結会計年度は決算期変更の経過期間と
なり、当第２四半期連結累計期間については、３月決算の連結対象会社であるケーブルシステム建設株式会社および
奥田電気工業株式会社は６ヶ月間（平成30年４月１日～平成30年９月30日）、12月決算の連結対象会社である愛知電
子（中山）有限公司は９ヶ月間（平成30年１月１日～平成30年９月30日）を連結対象期間とした変則決算となってお
ります。このため、対前年同四半期増減率を記載しておりません。 

 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年12月期第２四半期 7,935 1,907 24.0 524.95 

30年３月期 7,494 1,715 22.9 476.00 
 
（参考）自己資本 30年12月期第２四半期 1,907 百万円   30年３月期 1,715 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

30年３月期 － － － 8.00 8.00 

30年12月期 0.00 －       

30年12月期（予想）     － 6.00 6.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 



３．平成30年12月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成30年12月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 7,600 － 300 － 350 － 250 － 69.23 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有 

 連結業績予想の修正につきましては、本日（平成30年11月13日）公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 当社は、平成30年６月27日開催の第56期定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受け、平成30年度より決算期を３月

31日から12月31日に変更いたしました。従いまして、平成30年12月期は決算期変更の経過期間となることから、通期については、３月決

算の連結対象会社は９ヶ月間（平成30年４月１日～平成30年12月31日）、12月決算の連結対象会社は従来どおり12ヶ月間（平成30年１月

１日～平成30年12月31日）を連結対象期間として予想数値を記載しております。このため、対前期増減率を記載しておりません。 

 

※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」を

ご覧ください。 
 
 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：有 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年12月期２Ｑ 4,033,780 株 30年３月期 4,033,780 株 

②  期末自己株式数 30年12月期２Ｑ 400,883 株 30年３月期 429,183 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 30年12月期２Ｑ 3,611,072 株 30年３月期２Ｑ 3,604,597 株 

 
 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断 

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は 

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注 

意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情 

報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当社は、平成30年６月27日開催の第56期定時株主総会で「定款一部変更の件」が承認されたことを受け、平成30

年度より決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。従いまして、当連結会計年度は決算期変更の経過期

間となり、当第２四半期連結累計期間については、３月決算の連結対象会社は６ヶ月間（平成30年４月１日～平成

30年９月30日）、12月決算の連結対象会社は９ヶ月間（平成30年１月１日～平成30年９月30日）を連結対象期間と

した変則決算となっております。このため、対前年同四半期増減率を記載しておりません。 

 

 当第２四半期連結累計期間における日本経済は、輸出の増勢ペースが鈍化するものの、企業の活発な設備投資に

より緩やかに回復しております。一方、欧米経済も安定的な成長が続いているものの、米国の保護主義的な通商政

策が、日本始め世界経済への不安材料の要素となることが、今後懸念されます。

 ケーブルテレビ業界におきましては、ケーブルテレビ加入世帯数は、わが国の総世帯数の約52.6%にあたる3,022

万世帯と、重要な社会基盤としてその役割を果たす一方、通信事業者との競争は依然として激化傾向にあり、サー

ビスの更なる高度化が望まれております。

 また、今年12月１日に開始される新4K8K衛星放送サービスに向け、テレビ受信設備の改修とともに、高度化する

インターネットサービスへの設備対応策として、より大容量で高速なFTTH※１等への移行に加え、防災・減災意識

の高まりを背景とした地方自治体向け告知放送システムへの設備増強に継続して投資されております。

 このような状況の中、FTTH関連の新規受注に注力した結果、当第２四半期における工事売上高は2,824百万円

（前年同期は2,509百万円）、機器売上高は2,236百万円（同1,405百万円）と好調に推移いたしました。

 この結果、連結売上高は5,060百万円となり、利益面では増収にともない営業利益は298百万円、経常利益は355

百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は221百万円となりました。

※１ FTTH・・・・ファイバー・ツー・ザ・ホーム・・・光ファイバーのみで構成された伝送路システム 

 

（２）財政状態に関する説明 

（資産）

 当第２四半期連結会計期間末における流動資産は5,247百万円となり、前連結会計年度末に比べ334百万円増加い

たしました。これは主に原材料及び貯蔵品が474百万円増加、完成工事未収入金が275百万円減少したことによるも

のであります。固定資産は2,687百万円となり、前連結会計年度末に比べ106百万円増加いたしました。

 この結果、総資産は7,935百万円となり、前連結会計年度末に比べ440百万円増加いたしました。

（負債）

 当第２四半期連結会計期間末における流動負債は4,311百万円となり、前連結会計年度末に比べ464百万円増加い

たしました。これは主に支払手形及び買掛金が484百万円増加したことによるものであります。固定負債は1,716百

万円となり、前連結会計年度末に比べ215百万円減少いたしました。これは主に長期借入金が205百万円減少したこ

とによるものであります。

 この結果、負債合計は6,028百万円となり、前連結会計年度末に比べ249百万円増加いたしました。

（純資産）

 当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は1,907百万円となり、前連結会計年度末に比べ191百万円増加

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益221百万円及び配当金の支払28百万円によるもので

あります。

 この結果、自己資本比率は24.0％（前連結会計年度末は22.9％）となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平30年12月期の業績予想につきましては、FTTH関連の受注が継続して好調なことから、通期の業績予想を修正い

たします。詳細につきましては、本日（平成30年11月13日）公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照

ください。 

 当資料に記載した予想数値は、現時点での入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 771 734 

受取手形及び売掛金 947 742 

完成工事未収入金 1,797 1,522 

商品及び製品 788 1,014 

仕掛品 103 200 

未成工事支出金 69 112 

原材料及び貯蔵品 366 840 

その他 68 80 

貸倒引当金 △0 △0 

流動資産合計 4,913 5,247 

固定資産    

有形固定資産    

土地 1,520 1,520 

その他 3,006 3,116 

減価償却累計額 △2,625 △2,642 

有形固定資産合計 1,901 1,995 

無形固定資産 72 78 

投資その他の資産    

その他 612 618 

貸倒引当金 △4 △4 

投資その他の資産合計 607 613 

固定資産合計 2,581 2,687 

資産合計 7,494 7,935 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,323 1,808 

工事未払金 303 150 

短期借入金 929 1,226 

1年内返済予定の長期借入金 624 500 

未払法人税等 72 128 

賞与引当金 171 97 

役員賞与引当金 23 － 

工事損失引当金 4 0 

その他 394 400 

流動負債合計 3,846 4,311 

固定負債    

長期借入金 894 689 

退職給付に係る負債 1,036 1,027 

固定負債合計 1,931 1,716 

負債合計 5,778 6,028 

純資産の部    

株主資本    

資本金 411 411 

資本剰余金 390 396 

利益剰余金 937 1,129 

自己株式 △120 △112 

株主資本合計 1,618 1,825 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 0 0 

為替換算調整勘定 90 77 

退職給付に係る調整累計額 5 2 

その他の包括利益累計額合計 97 81 

純資産合計 1,715 1,907 

負債純資産合計 7,494 7,935 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 3,915 5,060 

売上原価 3,067 3,964 

売上総利益 848 1,096 

販売費及び一般管理費 696 797 

営業利益 151 298 

営業外収益    

受取利息 0 0 

受取配当金 7 8 

為替差益 13 52 

その他 2 4 

営業外収益合計 24 65 

営業外費用    

支払利息 8 7 

その他 0 0 

営業外費用合計 8 7 

経常利益 167 355 

特別損失    

固定資産除却損 0 0 

投資有価証券評価損 － 0 

損害補償損失 － 17 

特別損失合計 0 17 

税金等調整前四半期純利益 166 338 

法人税、住民税及び事業税 34 116 

法人税等調整額 △19 － 

法人税等合計 14 116 

四半期純利益 152 221 

親会社株主に帰属する四半期純利益 152 221 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

四半期純利益 152 221 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 0 △0 

為替換算調整勘定 △3 △12 

退職給付に係る調整額 △22 △2 

その他の包括利益合計 △25 △15 

四半期包括利益 126 205 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 126 205 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用）

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

（税金費用の計算方法の変更）

 税金費用については、従来、年度決算と同様の方法により計算しておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り、年度決算で見込まれる税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算する方法に変更しております。この変更は、当社及び連結子会社の四半期決算業務の一層の効

率化を図り、四半期決算における迅速性に対応するためであります。

 なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

 

（追加情報）

（連結決算日の変更に関する事項）

 当社は、連結決算日（当社の事業年度の末日）を毎年３月31日としておりましたが、平成30年６月27日開催の

第56期定時株主総会において、定款一部変更を決議し、連結決算日を毎年12月31日に変更しております。

 これに伴い、その経過期間となる当連結会計年度の期間は、平成30年４月１日から平成30年12月31日までの９

ヶ月間となっております。

 なお、経過期間の措置として、12月決算会社の平成30年１月１日から平成30年３月31日までの損益につきまし

ては、四半期連結損益計算書を通して調整する方法を採用しており、同期間の売上高は244百万円、営業利益は

12百万円、経常利益は9百万円、税金等調整前四半期純利益は9百万円であります。

 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日） 

 当社グループは、ケーブルテレビ施設のシステムの最適化を図ることを目的としたケーブルシステム・イ

ンテグレーション事業を主な事業として営んでおり、単一事業であることから記載を省略しております。
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